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※購入申込フォームからお申込み頂けます。 
 

 

 

国による市民後見推進事業の実施により、市民後見事業を行う市町村は飛躍的に増えた。 

本書は、今後、事業を推進していくうえで、市町村が踏まえるべき基礎的事項や課題等を整理。『市民後見の

ために』とともに、わが国の市民後見を知るために格好の書。 
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